
令
和

年

月


日
月
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第


号
)

官
報

 入札参加申込者は、以下に示すア又はイの
いずれかの条件を満たすこと。
ア 情報セキュリティ実施基準である、「ＩＳ
Ｏ／ＩＥＣ 27001」、「ＪＩＳ Ｑ 27001」
又は「情報セキュリティマネジメントシス
テム（ＩＳＭＳ）」の認証を有していること。
イ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会
（ＪＩＰＤＥＣ）のプライバシーマーク制
度の認定を受けていること。

 技術者等に関する要件 次に掲げる基準を
満たす管理技術者及び設計・開発担当技術者
を本業務に配置すること。但し、本業務にお
いて管理技術者と設計・開発担当技術者を兼
任すること、管理技術者を再委託すること、
複数の管理技術者を配置することは認めな
い。
なお、本業務以外の業務を複数担当するこ
とについては問わないが、工程の進捗、連絡
体制及び設計・開発業務に支障のないものと
する。
ア 配置予定管理技術者は、プロジェクト計
画書に基づき、スケジュール・進捗・コス
ト・成果物管理・リスク管理等プロジェク
ト全体の管理業務、発注者との業務に関す
る対応、定期的な打合せ等を行う者で、以
下に示すからのいずれかの条件を満た
すものであること。
 平成20年度以降に完了した情報処理シ
ステムの開発業務に関するプロジェクト
管理業務を管理技術者相当として従事し
た業務経験を有すること。
 平成20年度以降に元請けとして完了し
た国・地方公共団体又は独立行政法人等
公的機関での同種業務（Ａ）注）におい
て管理技術者相当として従事した業務経
験を有すること。
注）同種業務（Ａ）とは、システムの改
良業務のプロジェクト管理業務をい
う。

 以下に示す資格のいずれかを取得して
いる者であること。
⒜ 米国プロジェクトマネジメント協会
（ＰＭＩ）が認定する、Project Ma‑
nagement Professional（ＰＭＰ）

⒝ 技術士（情報工学部門又は総合技術
監理部門（情報工学を選択科目とする
者））

⒞ 経済産業省が認定するプロジェクト
マネージャの資格
⒟ 経済産業省が認定するシステムアー
キテクト試験（旧アプリケーションエ
ンジニア試験、旧プロダクションエン
ジニア試験、旧特殊情報処理技術者試
験を含む）

イ 配置予定設計・開発担当技術者は、シス
テム開発業務への深い理解があり、システ
ム開発の下流工程注）業務を中心的に遂行
する者で、以下に示す又はのいずれか
の条件を満たし、かつの条件を満たすも
のであること。
なお、以下に示す又はのいずれかの条
件を満たし、かつの条件を満たすもので
あれば、再委託先の担当技術者であっても
問わないものとする。再委託については、
仕様書第９項及び別添１「業務システムに
関する情報セキュリティ仕様書」による。
注）下流工程とは、システム開発の詳細設
計／プログラム設計／テストまでの工程
をいう。
 平成20年度以降に完了した情報処理シ
ステムの開発業務（各種工事積算システ
ム開発業務に限る。）に関する下流工程を
担当技術者として従事した業務経験を有
すること。
 平成20年度以降に完了した同種業務
（Ｂ）注）に関する下流工程を担当技術
者として従事した実務経験を有するこ
と。
注）同種業務（Ｂ）とは、各種工事積算
システムの改良業務をいう。

 平成25年度以降に完了した情報処理シ
ステムの開発業務に関する下流工程を担
当技術者として従事した業務経験を有す
ること。

 業務執行に関する要件 提案書の内容が本
業務の実施に当たり適正であり、次に掲げる
事項を網羅していること。
ア 業務実施方針及び手法 システム開発に
あたり、電気工事積算システム設計・開発
仕様書の内容を設計・開発に確実に反映で
きるよう、開発形態、開発手法等プロジェ

クト計画、プロジェクト管理手法、業務の
流れ、各業務の取り組み方・業務管理方法、
他部門との調整方法、照査の考え方等、的
確に業務を遂行するための業務実施方針及
び手法を構築すること。
イ 業務実施体制 本業務の実施に当たり、
業務の体制（組織編成・人員体制・分担等）
を明確にし、管理技術者を主軸とし的確に
業務を遂行するためのプロジェクト管理体
制や、工程を遵守するための体制を構築す
ること。
ウ 進捗管理 本業務の実施に当たり、上記
業務実施方針及び手法に基づき業務内容、
実施手順・工程等について、ＷＢＳ
（Work Breakdown Structure）等を活用
し、履行期間やシステム運用開始時期を遵
守し、的確に進捗管理を行うこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書及び入札参加申込書の提出場所、契
約条項を示す場所及び問い合わせ先
〒1050011 東京都港区芝公園２４１
（芝パークビルB館５階）独立行政法人鉄道
建設・運輸施設整備支援機構 東京支社 総
務部 契約課 契約係 電話0354038732
ＦＡＸ0354038770 電子メールアドレ
ス keiyaku.tky@jrtt.go.jp

 入札説明書及び仕様書等の交付期間、交付
方法及び交付場所
ア 交付期間 令和５年４月10日（月）から
令和５年６月26日（月）まで。
イ 交付方法 当機構ホームページからダウ
ンロードすること。
ウ 交付場所
アドレス https://www.jrtt.go.jp/

 入札説明会の日時及び場所 実施しない。
 入札参加申込書及び技術提案書の提出期限
及び提出方法
ア 提出期限 令和５年６月５日（月）16時
00分まで
イ 提出方法等 電子入札システムにより提
出すること。ただし、入札参加申込書等提
出書類の容量が10ＭＢを超える場合又は紙
入札へ移行した場合は、へ提出すること。

 提案書に関するヒアリング ヒアリングは
実施しない。

 入札及び開札の日時、場所並びに入札書の
提出方法
ア 入札書の提出期限 令和５年６月26日
（月）16時00分。
イ 開札の日時及び場所 令和５年６月27日
（火）11時00分。当機構東京支社入札室に
て行う。
ウ 入札書の提出方法 電子入札システムに
より提出すること。ただし、紙入札へ移行
した者は、へ提出すること。

 入札執行回数 入札執行回数は、原則とし
て２回を限度とする。

４ その他
 本件の入札に参加を希望する者は、独立行
政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構契約
申込心得及び仕様書等を熟読しておくこと。
契約申込心得は当機構ホームページで公開し
ている。
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この入札に参加
を希望する者は、入札説明書で示された必要
な書類を提出期限までに提出場所へ入札説明
書で定められた方法にて提出しなければなら
ない。
また、開札日の前日までの間において、契
約担当役から当該書類に関し説明を求められ
た場合は、それに応じなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、提出書類に虚偽の記載
をした者の入札及び入札に関する条件に違反
した入札は無効とする。
 入札の辞退 入札参加者は、入札書を提出
するまでは、いつでも入札を辞退することが
できる。
予定価格の制限の範囲内の価格をもって入
札をした者がいないときに再度の入札を行う
場合も同様とする。また、入札を辞退した者
は、辞退を理由として以後の指名等において
不利益を受けることはない。
 契約書作成の要否 別添契約書案により、
契約書を作成するものとする。
 総合評価の方法 価格及び技術等に係る総
合評価は、入札者の入札価格点に当該入札者
の申込みに係る技術等の各評価項目の得点の
合計を加えて得た数値をもって行う。
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